
容量市場の状況報告

電力広域的運営推進機関

臨時総会 議案外説明



2容量市場の必要性と意義

地域独占と規制料金により投資回収を保証された電力会社が、供給義務を果たすために
必要となる発電設備を計画的に建設・維持し、すべての需要家に電力を供給していました

①小売電気事業者
→将来の供給力を確実に確保

①小売電気事業者

自らの需要（販売）に見合った供給力の確
保を義務付けられたが、発電設備を保有してい
なかったり、発電事業者と相対契約で予め電力
調達をしていない事業者も多数

②発電事業者
卸電力市場の取引量の拡大や、市場価格の低

下により、発電設備の維持費等の回収の見通し
が不透明に

②発電事業者
→発電設備の維持費等を適切に回収

これらの課題を解決するため、容量市場を創設
（自由化が先行した欧米各国においても制度を導入）

自由化前

自由化後

➡ 小売電気事業者間の公正な競争を促進しつつ、電力の安定供給を確保していきます
➡ 再エネの調整力として必要な火力電源の確保により、再エネの主力電源化にも寄与します

資源エネルギー庁資料に広域機関にて一部加筆



3容量市場導入の背景：中長期的な供給力不足の懸念

◼ 小売全面自由化や再生可能エネルギーの導入拡大による卸電力市場の取引拡大・市場価格の低
下により、電源の投資予見性の低下が懸念されています。

◼ 電源投資が適切なタイミングで行われないと、電源の新設・リプレース等が十分にされない状態で、既
存発電所が閉鎖されていく事が考えられます。

◼ その結果、中長期的な供給力不足が顕在化した場合、電源開発に一定のリードタイムを要することか
ら、需給がひっ迫する期間にわたり電気料金が高止まりする問題等が生じると考えられます。

【供給予備力及び市場価格の推移（イメージ）】

※事業者が卸電力市場の中で十分な予見性を確保できず、電源投資を行うタイミングが最適な時期からずれた場合

第2回 電力システム改革貫徹のための政策小委員会資料より



4（参考）調整力不足の懸念

◼ 中長期的な供給力不足が顕在化した場合には、再生可能エネルギーを更に導入した際の需給調整
手段として、必要な調整電源を確保できない問題も生じると考えられます。

【各電源の限界費用と調整力適性（イメージ）】

第2回 電力システム改革貫徹のための政策小委員会資料より

揚水発電など、調整力適性は
高いが限界費用も高い発電
設備は市場価格の低下により
淘汰され、結果として必要な
調整電源を確保できない問題
等が生じる。



5容量市場導入の背景：諸外国の供給力確保の仕組み

◼ 諸外国の供給力確保の仕組みには、容量メカニズムや、人為的に市場価格（kWh価値）を大幅に引
き上げる（スパイク）手法などが存在し、これらを組み合わせて導入している国もあります。

◼ また一部には、投資回収の機能をkWh価値を取引する卸電力市場のみに委ねる国も存在します。

◼ 理論上は、リスクプレミアム等の金利を除くと、いずれの手法でも総コストは同じ値に収斂すると考えられ
ます。

【諸外国の供給力確保の仕組み】

人為的な価格スパイク

投
資
回
収
イ
メ
ー
ジ

発電投資回収を卸電力市場(kWh市
場)に委ねるが、ある一定の供給力・予
備力水準を下回った時点で、人為的に
市場価格(kWh価格)を上昇させる。

概
要

容量メカニズム

卸電力市場(kWh市場)とは別に、発
電等による供給能力に対する価値を認
め、その価値に応じた容量価格(kW価
格)を支払う

kWh価格

供給力・予備力

kW価格＋kWh価格

供給力・予備力

米国PJM
米国ERCOT 等

実
施
国

米国PJM
イギリス 等

Energy Only Market

発電投資回収を完全に卸電力市場
(kWh市場)に委ね、需給ひっ迫時に市
場価格(kWh価格)は無制限に上昇す
る

kWh価格

供給力・予備力

ノルウェー(2020年予定)
スウェーデン(2020年予定)
豪州 （上限価格有）

kW
kWhkWh

kWh

（第2回 市場整備ＷＧ資料から抜粋・広域機関にて一部加筆）

投資回収の予見性を高めるための措置有り 措置無し



6（参考）容量市場の位置づけについて

第１回容量市場の在り方等に関する検討会資料より

◼ 諸外国の供給力確保の仕組みには、下記のように様々なものがあります。

◼ 容量市場は、発電事業者が保有する容量に対して、小売電気事業者が、市場メカニズムで決まった
価格を容量に応じて支払う制度です。



7需給バランスの見通し

◼ 広域機関は、供給計画の取りまとめにおいて、多くのエリアの供給予備率が減少傾向にあること、供給力
が将来にわたり確実に確保される仕組みとして容量市場の必要性が一層高まったことを指摘しています。

第45回制度検討作業部会より

2020年度供給計画とりまとめ資料より



8

◼ 広域機関は、容量市場で、実需給期間の4年前に全国で必要な供給力を一括して確保します※1。

➢ 広域機関：オークションを開催して、落札電源と約定価格を決定します。

実需給期間に、全ての小売電気事業者から容量拠出金をいただき、発電事業者等（落札電源）に
容量確保契約金額を支払います。

➢ 発電事業者等※2：オークションに応札します。落札した場合、供給力を提供します。

➢ 小売電気事業者※3：容量拠出金を広域機関に支払います。

容量市場の概要

オークションの開催 （2020年以降、毎年開催） 実需給期間 （オークションの4年後）

広域機関
4年後の供給力を確保する

オークションで、落札電源・約定価格を決定する
広域機関

応札

小売: 容量拠出金を支払う

発電: 供給力（kW価値）を応札する

容量拠出金

容量確保契約金額

発電: 供給力を提供する

※1 1年前に追加オークションを行い、過不足を調整することがあります。
※2 ネガワット事業者等もオークションに参加できます。 ※3 一般送配電事業者も容量拠出金を支払います。
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（第28回 制度検討作業部会資料より抜粋（従来型電源の主な項目））

（参考）「供給力を提供する」とは（容量市場のリクワイアメント）

◼ 広域機関は、発電事業者等とオークションで落札された電源等毎に容量確保契約を締結します。

◼ 容量確保契約では、実需給期間における供給力提供の具体的な方法（以下、リクワイアメント）を
取り決めます。

◼ リクワイアメントは、需給状況によって、平常時、需給ひっ迫のおそれがあるときの要件を設定しています。

✓ 平常時は、主に、年間で一定時期や一定時間以上の稼働可能な計画を要件としています。

✓ 需給ひっ迫のおそれがあるときは、主に、電気の供給や卸電力市場等への応札を要件としています。

（リクワイアメントの例）

＜平常時の計画停止等＞

① 年間で一定時期や一定時間以上、稼働可能な計画としていること。

• 稼働可能な計画とは、広域機関に計画停止を申請していないこととする。

• 一般送配電事業者との間で停止期間の調整をしていない場合、計画停止とは認めない。

② 計画外停止しないこと

• 計画外停止とは、計画停止以外の稼働できない状態の電源を指す。

• 必要に応じ一定の条件下で稼働できる状態にある電源は、計画外停止としない。

＜平常時の市場応札＞

① 稼働可能な計画となっている電源における余力を応札する。

② 相対契約等を締結している場合、小売電気事業者が活用しない余力を市場へ応札すること。

＜需給ひっ迫のおそれがあるとき＞

需給ひっ迫のおそれがあるときに、稼働可能な計画となっている電源は、小売電気事業者との契約により電気を
供給すること、若しくは、スポット市場等の卸電力市場・需給調整市場に応札すること、加えて、一般送配電事業
者の指示等があった場合に電気を供給すること等。



10容量市場のオークションの仕組み

◼ 容量市場は、買い手は広域機関、売り手は発電事業者等となる、シングルプライスオークションです。

✓ 広域機関は、全国で必要な供給力等に基づき、需要曲線（買い入札曲線）を設定します※1。

✓ 発電事業者等は、電源等毎（計量単位毎）に、応札量と応札価格（円/kW）を決めて、応札します。

◼ 応札価格を安価な順に並べた供給曲線と需要曲線との交点を含む応札の価格を約定価格とします※2 。

◼ 約定価格以下の応札価格の電源が落札電源となります。約定価格に応札量を掛けた額が容量確保契
約金額算定の根拠となります※3 。

【需要曲線と落札電源・約定価格のイメージ】

【容量市場で調達する供給力】

※1 容量市場で調達する容量は、必要供給力等からFIT分の容量を差し引きます。
※2 発動指令電源は、別途、落札できる上限量を設定します。
※3 リクワイアメントを満たせない場合、減額することがあります。

必要供給力

厳気象対応

稀頻度対応

最大想定需要

容量市場の
調達対象
＝目標調達量※1

需要
デュレーション

kW

8,760h

価格(円/kW)

約定価格

・・・・・・

需要曲線

供給曲線（応札）

目標調達量※1

kW

落札電源

非落札電源電源の計画停止
を考慮した設備量

FIT分
G1 G2 G3 G9 G10 G11 G12

供給計画における
H3×108%に相当

発動指令電源の
落札上限に相当



11（参考） 容量市場の導入に伴う電力取引の変化

容量市場
（広域機関）

小売電気事業者等

発電事業者等

卸電力市場

kWh

￥

kWh

￥

kW

￥

kW
￥

【容量市場の導入前】kWとkWhを一体とした取引 【容量市場の導入後】kWとkWhの価値を分離

小売電気事業者等

発電事業者等

卸電力市場

kW・
kWh

￥

kW・
kWh

￥

kW・
kWh ￥ kWh ￥

◼ 容量市場は、将来の電力取引のkW部分の一部を市場で取引するものとなります。したがって現在の
電力取引（kWhとkW）を分けて取引する概念となります。

✓ 例えば今回のメインオークションで言いますと、2024年度のkW部分の一部が先に決まり、2024年度には残り
の部分の価格（kWhやkWの残り）が決まるとすると、各発電所は2024年度にそれらを合算した収入をもと
に運営することとなります。

✓ 容量市場とは、電力量（kWh）ではなく、将来の供給力（kW）の部分（一部）を取引する市場です。

◼ 将来にわたる我が国全体の供給力を効率的に確保する仕組みとして、発電所等の供給力を金銭価
値化し、多様な発電事業者等が市場に参加していただき供給力を確保する仕組みです。



12発電事業者等と小売電気事業者の相対契約について

◼ 容量拠出金は、電力取引の相対契約等の有無に関わらず、全ての小売電気事業者が支払います。

✓ 相対契約を締結している小売電気事業者は相対契約による支出に加えて、容量市場への支出が発生します。

✓ 発電事業者等は相対契約による収入に加えて、容量市場で落札すれば、容量市場からの収入を得ることができることとなります。

◼ 小売と発電には上記の関係が生じることから、既存の相対契約については、容量市場の趣旨を踏まえ、容量確保
契約の締結や実需給期間までに、適切に見直される必要があると考えられます。（契約見直しを行う際は、経済
産業省の既存契約の見直し指針を参照の上、適切にご対応ください）

既存相対契約の見直しに応じて
発電事業者等へ支払

容量拠出金容量確保
契約金額

【相対契約を締結している場合の金銭の流れ】

発電
事業者等

小売
電気事業者

広域機関
（容量市場）

相対契約に応じて
発電事業者等へ支払

発電
事業者等

小売
電気事業者

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 第二次中間とりまとめ より

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20190724_01.pdf

容量市場導入前 容量市場導入後



13入札価格について

◼ 容量市場における入札ガイドラインにおいて、以下のように整理されています。

「電源を維持することで支払うコストから電源を稼働することで得られる他市場収益を差し引いた額

（維持管理コスト)で応札をしている場合には、経済合理的な行動と考えられる」

◼ こうしたコストは、電源を動かす上で必要なコストであって、新たに発生するコストではありません。

容量市場における入札ガイドライン より
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/039_03_03.pdf



14（参考）実需給期間までの各事業者の主な業務

広域機関 発電事業者等 小売電気事業者

2019年度
以降、随時

202x年度
（初回2020年度）

202(x+2)年度
（初回2022年度）

202(x+3)年度
（初回2023年度）

202(x+4)年度
（初回2024年度）

参加登録

応札

落札電源・
約定価格の決定

容量確保契約
金額の受領

容量拠出金
の支払

容量確保契約
金額の支払

メインオークション
の開催

容量拠出金
の請求

リクワイアメントにもとづく
供給力の提供

アセスメント

追加オークション
の開催※1

応札

※1 追加オークションは必要に応じて開催

容量確保契約の締結

メインオークションと同様

既存相対
契約の
見直し

実効性テスト

容量停止調整

既存相対
契約の
見直し



15これまでの容量市場の取り組み① 容量市場の立ち上げ

◼ 制度設計と並行して、2020年3月より、初回オークションの参加登録の受付を開始し、応札受付、
約定処理、約定結果公表、契約書締結と、容量市場の立ち上げを行ってきました。

◼ またその市場運営のため、システム・ツールを整備し、運用を始めました。

2020年

1月 2月3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

容量市場
検討会

▲
第29回
検討会

▲
第28回
検討会

▲
第25回
検討会

▲
第24回
検討会

2021年

参加
登録

▲
第27回
検討会

▲
第26回
検討会

メイン
オーク
ション

・
契約書
締結

容量確保契約書締結のための手続期間
約定結果の公表日~10月30日

事業者情報の登録受付期間
2020年3月2日~3月19日

電源等情報の登録受付期間
2020年3月11日~4月15日

期待容量の登録受付期間
2020年5月7日~6月4日

応札の登録受付期間
2020年7月1日~7月7日

▲
需要曲線の公表

2020年6月3日

▲
約定結果の公表
2020年9月14日

▲
契約結果・検証レポートの公表

2020年12月2日

▲ 容量市場スペシャルサイト・SNSの開始
2020年6月10日

システム
・

ツール等
約定処理・約定結果集計

2020年7月8日~ 2020年9月13日

容量市場
システム

約定処理
ツール

事業者情報登録機能
電源等情報登録機能

2020年3月～

期待容登録機能
2020年5月～

応札情報登録機能
2020年7月～

契約管理機能
2020年9月～



16これまでの容量市場の取り組み② 情報発信

◼ これまで以下のような情報発信を行ってまいりました。

◼ 引き続き、事業者向け・一般の方向けの情報発信に努めてまいります。

容量市場かいせつスペシャルサイト Facebook, Twitter の開始

Youtubeによる説明動画の配信

説明会開催実績

・容量市場概要説明会 14回開催、約900名の参加
・制度詳細説明会 9回開催、約700名の参加
・実務者向け説明会 9回開催、約400名の参加
・東京以外の説明会 3回開催、約100名の参加

合計約2000名のご参加

合計約4000回再生

2019年3月から開始



17第1回 容量市場メインオークションの振り返り

◼ 2020年7月に2024年度向けオークションを実施、9月に約定結果を公表しました。

・約定総容量（全国）は、1億6,769万kW（167,691,648kW）

・約定価格は、全エリアで 14,137 円/kW

そのうち、経過措置の対象となる電源等の価格は、8,199円/kW。

落札された電源等全体の約78%が経過措置の対象であり、それを踏まえた総平均価格は、9,534円/kW

・経過措置（※）を踏まえた約定総額は、1兆5,987億円（1,598,741,200,454円）

※2010年度以前に建設された電源について、約定価格を減額（2024年は42％減）する措置

＜2020年度実施 容量市場メインオークションの供給曲線＞

価
格

[円
/k

W
]

調達量[万kW]

FIT分

供給曲線

需要曲線



18（参考）０円入札について

◼ 容量市場はシングルプライスオークションの仕組みを取っていますが、シングルプライスオークションにおい

ては、0円での入札がよく見られます。今回の容量オークションでも約8割が0円入札でした。

◼ シングルプライスオークションは、差別対価を与えないよう最も高い価格で約定した価格が全ての落札

者の約定価格となります。ある応札者が市場価格をつり上げた場合、約定価格が上がるおそれがあり

ますが、つり上げた分の利益は競合相手も受け取ることになるため、メリットは少なく、逆に自身が落札

できないおそれがあります。したがって、応札価格を下げてでも落札できれば、競合相手と同額を受け

取ることができるため、応札価格を抑えるインセンティブが働きます。

◼ また、例えば何らかの事情で翌年以降も稼働を決めている電源については、容量市場の約定額にか

かわらず運転することから、確実に容量市場からの支払いを受けるために0円で入札することが考えられ

ます。（0円入札というのは受取額が0円でいいという趣旨の応札ではありません）

◼ 仮に応札価格に応じた支払いとする場合の方式として、マルチプライスオークションがあります。マルチプ

ライスオークション方式では、落札できれば、参加事業者がそれぞれ判断した応札価格を受け取ること

ができるため、利益を最大化するインセンティブが高まり、その結果、応札価格が上昇するおそれがあり

ます。また、前述のような何らかの事情で稼働を決めている電源であっても０円入札することはないもの

と考えられます。



19オークション結果（詳細）

◼ 全国の電源等の区分別の応札容量は、安定電源※１が 16,311万kW(94.8％)、変動電源※２

(単独)が 451万kW(2.6％)、変動電源(アグリゲート)が 24万kW(0.1％)、発動指令電源※３が
415万kW(2.4％)でした。

◼ なお、発動指令電源は、上限約定量(473万kW)に対し、88%の応札がありました。

◼ 全国の電源等の区分別の落札率は、安定電源が97%、変動電源(単独)・変動電源(アグリゲー
ト)・発動指令電源は、いずれも100%でした。また、全体の落札率は、97%でした。

◼ 全国の発電方式別の応札容量※４とその比率は、下記のとおりでした。
➢ 一般水力 ： 1,331万kW（ 7.9%）
➢ 揚水 ： 2,138万kW（12.8%）
➢ 石炭等 ： 4,126万kW（24.6%）
➢ LNG ： 7,094万kW（42.3%）
➢ 石油その他 ： 1,342万kW（ 8.0%）
➢ 原子力 ： 704万kW（ 4.2%）
➢ その他再生可能エネルギー： 29万kW（ 0.2%）

※１ 安定的な供給力を提供する電源（大規模水力、火力、原子力、地熱、バイオマス、廃棄物等）
※２ 自然変動電源に該当する電源（水力（一部の自流式）、風力、太陽光）
※３ 単体の期待容量が1000kW未満の電源、自家発、DR等を組み合わせて1000kW以上の供給力を提供する電源
※４ 電源等の区分のうち、安定電源と変動電源（単独）のみの発電方式別の応札容量とその比率を示している。
注）このページの容量は、すべて期待容量ベースで示しており、設備容量では無い事に注意。



20（参考）発電方式別の応札容量

※1 揚水：純揚水と混合揚水を合算
※2 石炭等：石炭とバイオマス混焼を合算
※3 石油その他：石油・LPG・歴青質混合物・その他ガスを合算
※4 その他再生可能エネルギー：太陽光・風力・地熱・バイオマス専焼・廃棄物を合算

発電方式別の応札容量比率

[万kW]

[万kW]

発電方式別の応札容量



21容量市場の当面の取り組み① 実需給期間に向けた各種準備

詳
細
ス
ケ
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◼ 2024年度の実需給期間に向けて、リクワイアメント・アセスメントや請求・支払などのシステムや運営体制を構築し
ていきます。

◼ また、2022年度には実効性テスト・容量停止調整、2023年度には追加オークション(必要に応じて実施)を行いま
すので、同様にシステムや運営体制を構築していきます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

契約締結後の対応
リクワイアメント
・アセスメント

ペナルティ

容量拠出金の請求

メインオークション

メインオークション後の実効性テスト（夏季・冬季）

交付(支払)追加オークション

(実施される場合)

追加オークションの
容量確保契約の締結

追加オークション
(必要に応じて実施)

実需給期間

追加オークション向け実効性テスト（夏季・冬季）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

事前
手続き

容量停止調整

メインオークションの
容量確保契約の締結

メインオークション実施

期待容量の登録受付・審査

事業者情報の登録受付・審査
電源等情報の登録受付・審査

実効性テスト
容量停止調整

実需給2024年度向けイベント・主なスケジュール
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2026年度
1Q 2Q 3Q 4Q

容量市場の当面の取り組み② 次年度以降の円滑な市場運営

イ
ベ
ン
ト

◼ 現在、今年度の結果を踏まえてルールを見直しながら、来年度オークションに向けて進めているところです。

◼ 引き続き、毎年の市場運営を円滑に行っていくための体制・環境を整備してまいります。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

メインオークション
(2024年度向け)

追加オークション
(必要に応じて実施)

実需給期間

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 1Q 2Q 3Q 4Q4Q

メインオークション
(2025年度向け)

追加オークション
(必要に応じて実施)

実需給期間

メインオークション
(2026年度向け)

追加オークション
(必要に応じて実施)

実需給期間

メインオークション
(2027年度向け)

追加オークション
(必要に応じて実施)

メインオークション
(2028年度向け)

メインオークション
(2029年度向け)

実効性テスト
容量停止調整

実効性テスト
容量停止調整

実効性テスト
容量停止調整

実効性テスト
容量停止調整

実効性テスト
容量停止調整

実需給
2024年度
向け

実需給
2025年度
向け

実需給
2026年度
向け

実需給
2027年度
向け

実需給
2028年度
向け

実需給
2029年度
向け


